














薬袋秀樹   
・図書館法第13粂第3項 補助金を受ける公立図書館の   









1．2 規制摸和要求の理由  
1980年代に入って，これらの規定に対する批判が強  
まってきた背景として，次の点を挙げることができる。  
①自治体の財政事情が悪化し，経費削減のため支出の見   
直しが行われるようになったa）。  
②国庫補助金による中央統制を排し，自治体の自主性を   
重視する考え方が強くなった4）。  
③図書館振興が進み，図書館の設置が，司書の確保が比   
較的困難な地方の町村に広がった5）。  
④他省庁の附帯条件のない稀助金が利用され，文部省の   
条件付き補助金と比較されるようになった6）。  






























う受け止めるべきかについて考えてみたい2）。   
1．図書館法と規制緩和   






・図書館法第20条 国は公立図書館の施設・設備に要す   
る経費の一部を補助金として交付することができる。  
・図書館法第21条 文部大臣は，補■助金を受ける地方公   
共団体の図書館が公立図書館の最低基準に達している   
場合にのみ，補助金を交付する。  
・図書館法第19条 公立図書館の最低基準は文部省令  
（図書館法施行規則）で定める。  
・図書館法施行規則第2章 公立図書館の最低基準 第  
13，16，19条 都道府県立・指定都市立，市立，町村   
立の三つに分けて，人口に応じた司書・司書補の数を   
決め，それを「下ってはならない」と定めている。  






県で司書の養成が行われているとは言い難い。   
3．2 資格の取得方法  


























こと，その実情の報告を求めることが必要である。   







4．1地方自治関係者の見解   
地方自治経営学会は，1985年に，館長司書資格要件と  
司書の配置基準に対して，“多くの自治体で人事異動の   
2．必置規制のとらえ方  








あることを確認しておく必要がある。   














































































方法の硬直性を批判したものである。   
4．2 図嘗館関係者の批判   
青森県図書館網研究委貞会は，1982年の図書館網に関  
する調査研究と提言で，第13条第3項の館長司書資格要  






金の館長資格がネック」を挙げている20）。   
4．3 必置規制批判の限界  
（1）必置規制批判の特徴   
上記の見解に共通する特徴は次の2点である。  
・館長司香資格要件に関して問題が起きたり批判が生じ   
たりした地域は，青森県，秋田県，中国地方，熊本県   
などの地方の県であり，それも町村が多いこと。  
・批判が生ずる理由は，司書資格を取るのが困難である   
こと，適切な有資格者がいないこと等にあり，司書や   
司書館長の必要性を否定しているものではないこと。  
（2）地方分権推進委員会の考え方  
「第2次勧告」は次のように述べている。   
「必置規制の廃止・緩和」とは，国が法令により一定   
の職員・行政機関等の設置を全国一律に義務付けるこ   
とを廃止・緩和し，これらの職員や行政機関を設置す   
るか否かの判断を地方公共団体に委ねるものであり，   
現に地方公共団体で業務を行っている職員の職や行政   
機関等の廃止を推奨するものでほない。  
むしろ「必置規制の廃止・援和」が行われることに   
より，地方公共団体としては，より適切な形で職員や   
行政機関等を設置することができるようになるもので   
ある。  
したがって，必置規制が廃止・緩和されたとして   
も，地方公共団休が必要な行政サービスの低下を招く   
ようなことがあってはならず，職員や組織の硬直的な   
設置義務付けを見直し，柔軟な設置を可能とすること   
により，それぞれ異なった社会経済条件，地理的条件   
の下に置かれている地方公共団体が地域の実情に最も   
ふさわしい休制で行政サービスを提供することができ   
るようになり，そのことが機動的で充実したサービス   
の提供，即ち行政の質の向上にもっながるものであ   
る21）。   
これは非常に重要な指摘であり，同委員会が司書，司  
書館長の廃止を主張していないことは明らかである。   
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5．結論  
5．1規制緩和要求の要因   
規制緩和要求の主な要因は次の2点である。  
①地方では，司書の養成機関と司書資格の取得機会が不   
十分で司書を確保しにくい。  







な体制がない場合ほ，何らかの対応策が必要になる。   
他方，各自治体は，規制緩和をこのように受け止めず，  
司書・司書館長を置く必要がなくなったと受け止める可  








る。   
5．2 司書の資格・養成の改革  










①地方在住者のために，国立大学等による全国的な養成   
体制や資格取得機会の提供が必要である。従来の通信   
教育や最新の通信手段の利用を検討する必要がある。  
②資格試験によって，資格取得方法を多様化するととも   
に，司書資梅の水準を向上させることが必要である。  
③自治体職員の学歴を配慮し，大卒者と同等の学識・経   
験がある高卒者の資格取得方法を改善することが必要   
である。  
